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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第92期

第２四半期連結
累計期間

第92期
第２四半期連結
会計期間

第91期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

営業収益（百万円） 110,009 57,170 204,293

経常利益（百万円） 2,639 1,248 6,060

四半期（当期）純利益（百万円） 1,301 612 3,061

純資産額（百万円） － 50,702 49,845

総資産額（百万円） － 145,760 144,064

１株当たり純資産額（円） － 461.64 454.03

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
11.87 5.59 27.70

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
10.71 5.03 25.82

自己資本比率（％） － 34.7 34.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
175 － 6,297

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,371 － △7,880

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△230 － 3,183

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ 9,954 12,317

従業員数（人） － 6,815 6,704

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含んでおりません。　
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

　

　

　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 6,815 [3,984]

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。）であり、臨時従業員数は［　］内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。なお、臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いてお

ります。

　

(2）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 3,557 [1,449]

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従

業員数は［　］内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨時従業員には、季

節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

２．従業員数には、休職者９人を含んでおりません。
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第２【事業の状況】

１【営業実績】

　当第２四半期連結会計期間における営業実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

事業の種類別セグメントの名称 営業収益（百万円)

運送事業 32,395

流通加工事業 16,824

その他事業 7,949

合計 57,170

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．上記金額に消費税等は含まれておりません。

３．主な相手先別の営業実績及びそれぞれの総営業実績に対する比率は次のとおりであります。なお、提出会社

の実績が大半を占めておりますので、金額は提出会社の実績、比率も提出会社における総営業実績に対する

比率を記載しております。

相手先

当第２四半期会計期間

金額（百万円）
総営業実績に
対する比率（％）

積水ハウス株式会社 4,687 8.2

　

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

　

３【財政状態及び経営成績の分析】

（１）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国に端を発する金融市場の世界的な混乱が実体経済に影響を

及ぼしはじめており、原油価格の上昇から最終消費財の価格にも影響が見られ、景気減退が明らかとなりました。

　物流業界におきましても、個人消費の大幅な後退や、公共投資及び住宅関連投資の減少等の影響を受け、前年に比べ

国内貨物輸送量が大幅に下回る厳しい経営環境にあります。

　このような環境の中、当社グループは「流通情報企業の確立」を目指した中期経営計画三ヵ年計画の２年目として、

「流通ＳＣＭ（サプライチェーン・マネジメント）」の提供により、量販店・小売物流を中心とした業務開拓を推進

してまいりました。　　

　この結果、連結営業収益は571億70百万円となりました。

　一方、利益面におきましては、連結営業利益は13億31百万円、連結経常利益は12億48百万円となり、連結四半期純利益

は6億12百万円となりました。

　　　

　　　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

　　①運送事業

　住宅物流での新規開拓効果と、燃料コストアップ分の料金是正が実施できたことにより、事業収入は323億95百万円、

営業利益は6億6百万円となりました。
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　　②流通加工事業

　前年に開設した「厚木ロジスティクスセンター」、「西神戸ＰＤセンター」および第１四半期連結累計期間に開設

した「市川ファッションロジスティクスセンター」の開設効果により、事業収入は168億24百万円、営業利益は4億63

百万円となりました。　　　

　

　　③その他事業

　石油販売事業での販売単価上昇による増収、商事販売事業での荷役資材販売の増収および人材派遣事業の増収によ

り、事業収入は79億49百万円、営業利益は2億98百万円となりました。

　

　

　(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前四半期連結会計期間末に

比べ１０億９０百万円（１２．３％）増加し、９９億５４百万円となりました。

　

　　　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

　

　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、２２億３０百万円の収入となりました。これは、税金等調整前四半期純利益

が１１億５７百万円、減価償却費が９億３６百万円、賞与引当金の増加額が１４億３５百万円、売上債権の増加が１０

億４３百万円となったこと等によるものです。

　

　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ ・フローは、２億３７百万円の支出となりました。これは、有形固定資産の取得に５億９

２百万円支出したこと等によるものです。

　

　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、９億１５百万円の支出となりました。これは、短期借入金の借入を１９億円、

長期借入金の借入を１５億円行った一方、長期借入金の返済による支出が４２億４百万円となったこと等によるもの

です。

　

　

　(3）対処すべき課題

　　　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

　

　

　(4）研究開発活動

　　　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2）設備の新設、除却等の計画

①当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。

　

②前四半期連結会計期間末において計画中であった設備の新設、除却等のうち、当第２四半期連結会計期間において

完成したものは次のとおりであります。

　

事業の種類別　　　　　
セグメントの名称　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　
設備名 金額（百万円）　 着手年月 完了年月　

運送事業他 車両代替及び増車　 102 　 H20.7 H20.9

 流通加工事業他 荷役設備代替及び増設 57 　 H20.7 H20.9

 その他事業 その他生産設備・非生産性設備 455 　 H20.7 H20.9

　合計 614 　 　 　

　　（注）　上記金額に消費税等は含まれておりません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 294,999,000

計 294,999,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 111,746,167 111,989,476

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

－

計 111,746,167 111,989,476 － －

　（注）　「提出日現在発行数」には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成19年６月28日定時株主総会決議（第１回新株予約権（株式報酬型ストックオプション））

 
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数　（個） 61　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数　（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　（株） 61,000　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額　（円） １株当たり    １　(注)２

新株予約権の行使期間
　自　平成19年７月21日

　至　平成39年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価額及び資本組入額　（円）

発行価額　    　　　１

資本組入額　　    　１

新株予約権の行使の条件

当社及び当社連結子会社の取締役、監査役及び執行役員

のいずれかの地位を有する時は新株予約権を行使する

ことが出来ない。(注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

(注)１．新株予約権１個当たりの目的たる株式数は、1,000株です。なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、

次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。但し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当

該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われ、調整の生じる１株未満の端数

については、これを切り捨てます。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、

株式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等

を勘案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができるものとします。

２．各新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権を行使することにより
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交付をうけることができる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに各新株予約権の目的たる株式の

数を乗じた金額とします。

３．新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社及び当社連結子会社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日

の翌日から新株予約権行使期間の満了日まで、新株予約権を行使できるものとする。

②新株予約権者が死亡した場合、その相続人（新株予約権者の配偶者、子、１親等の直系尊属に限る。）は新

株予約権者が死亡した日の翌日から３ヶ月を経過する日までの間に限り新株予約権を行使することがで

きるものとする。

③その他の権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割

当契約書にて定めるものとする。

４．当社が組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い

組織再編に際して定める契約書または計画書等に以下に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定

めた場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとしま

す。

①合併（当社が消滅する場合に限る。）

合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社

②吸収分割

吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会社

③新設分割

新設分割により設立する株式会社

④株式交換

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

⑤株式移転

株式移転により設立する株式会社
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平成19年６月28日定時株主総会決議（第２回新株予約権（株式報酬型ストックオプション））

 
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数　（個） 16　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数　（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　（株） 16,000　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額　（円） １株当たり    １　(注)２

新株予約権の行使期間
　自　平成19年７月21日

　至　平成39年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価額及び資本組入額　（円）

発行価額　　　    　１

資本組入額　　    　１

新株予約権の行使の条件

当社及び当社連結子会社の取締役、監査役及び執行役員

のいずれかの地位を有する時は新株予約権を行使する

ことが出来ない。(注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

(注)１．新株予約権１個当たりの目的たる株式数は、1,000株です。なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、

次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。但し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当

該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われ、調整の生じる１株未満の端数

については、これを切り捨てます。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、

株式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等

を勘案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができるものとします。

２．各新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権を行使することにより

交付をうけることができる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに各新株予約権の目的たる株式の

数を乗じた金額とします。

３．新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社及び当社連結子会社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日

の翌日から新株予約権行使期間の満了日まで、新株予約権を行使できるものとする。

②新株予約権者が死亡した場合、その相続人（新株予約権者の配偶者、子、１親等の直系尊属に限る。）は新

株予約権者が死亡した日の翌日から３ヶ月を経過する日までの間に限り新株予約権を行使することがで

きるものとする。

③その他の権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割

当契約書にて定めるものとする。

４．当社が組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い

組織再編に際して定める契約書または計画書等に以下に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定

めた場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとしま

す。

①合併（当社が消滅する場合に限る。）

合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社

②吸収分割

吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会社

③新設分割

新設分割により設立する株式会社

④株式交換

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

⑤株式移転

株式移転により設立する株式会社
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平成20年５月14日取締役会決議（第４回新株予約権（株式報酬型ストックオプション））

 
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数　（個） 71　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数　（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　（株） 71,000　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額　（円） １株当たり    １　(注)２

新株予約権の行使期間
　自　平成20年７月２日

　至　平成40年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価額及び資本組入額　（円）

発行価額　    　　　１

資本組入額　　    　１

新株予約権の行使の条件

当社及び当社連結子会社の取締役、監査役及び執行役員

のいずれかの地位を有する時は新株予約権を行使する

ことが出来ない。(注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

(注)１．新株予約権１個当たりの目的たる株式数は、1,000株です。なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、

次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。但し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当

該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われ、調整の生じる１株未満の端数

については、これを切り捨てます。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、

株式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等

を勘案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができるものとします。

２．各新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権を行使することにより

交付をうけることができる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに各新株予約権の目的たる株式の

数を乗じた金額とします。

３．新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社及び当社連結子会社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日

の翌日から新株予約権行使期間の満了日まで、新株予約権を行使できるものとする。

②新株予約権者が死亡した場合、その相続人（新株予約権者の配偶者、子、１親等の直系尊属に限る。）は新

株予約権者が死亡した日の翌日から３ヶ月を経過する日までの間に限り新株予約権を行使することがで

きるものとする。

③その他の権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割

当契約書にて定めるものとする。

４．当社が組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い

組織再編に際して定める契約書または計画書等に以下に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定

めた場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとしま

す。

①合併（当社が消滅する場合に限る。）

合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社

②吸収分割

吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会社

③新設分割

新設分割により設立する株式会社

④株式交換

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

⑤株式移転

株式移転により設立する株式会社
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平成20年６月27日定時株主総会決議（第５回新株予約権（株式報酬型ストックオプション））

 
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数　（個） 22　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数　（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　（株） 22,000　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額　（円） １株当たり    １　(注)２

新株予約権の行使期間
　自　平成20年７月２日

　至　平成40年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価額及び資本組入額　（円）

発行価額　    　　　１

資本組入額　　    　１

新株予約権の行使の条件

当社及び当社連結子会社の取締役、監査役及び執行役員

のいずれかの地位を有する時は新株予約権を行使する

ことが出来ない。(注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要す

るものとする。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

(注)１．新株予約権１個当たりの目的たる株式数は、1,000株です。なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、

次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。但し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当

該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われ、調整の生じる１株未満の端数

については、これを切り捨てます。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、

株式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等

を勘案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができるものとします。

２．各新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権を行使することにより

交付をうけることができる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに各新株予約権の目的たる株式の

数を乗じた金額とします。

３．新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社及び当社連結子会社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日

の翌日から新株予約権行使期間の満了日まで、新株予約権を行使できるものとする。

②新株予約権者が死亡した場合、その相続人（新株予約権者の配偶者、子、１親等の直系尊属に限る。）は新

株予約権者が死亡した日の翌日から３ヶ月を経過する日までの間に限り新株予約権を行使することがで

きるものとする。

③その他の権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割

当契約書にて定めるものとする。

４．当社が組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い

組織再編に際して定める契約書または計画書等に以下に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定

めた場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとしま

す。

①合併（当社が消滅する場合に限る。）

合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社

②吸収分割

吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会社

③新設分割

新設分割により設立する株式会社

④株式交換

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

⑤株式移転

株式移転により設立する株式会社
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②会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

平成19年７月３日取締役会決議（2012年７月20日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権付社債の残高　（百万円） 5,000

新株予約権の数　（個） 1,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数　（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数　（株） 12,165,450　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額　（円） １株当たり   411　(注)２

新株予約権の行使期間
　自　平成19年８月３日

　至　平成24年７月６日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価額及び資本組入額　（円）

発行価額　　　　   411

資本組入額　　　   206

(注)３

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 －

代用払込みに関する事項

各本新株予約権の行使に際しては、各本社債を出資する

ものとし、当該本社債の価額は、その額面金額と同額と

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

(注)１．本新株予約権の行使により、発行又はこれに代えて当社の有する当社普通株式を移転（以下、当社普通株

式の発行又は移転を当社普通株式の「交付」という。）すべき当社普通株式の数は、本新株予約権の行使

請求に係る本社債の額面金額（500万円）の合計額を、下記(注)２により決定される転換価額で除した数

とします。但し、本新株予約権の行使の際に生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行いま

せん。また、本新株予約権の行使により単元未満株式が発生する場合には、当社は会社法に定める単元未

満株式の買取請求権が行使されたものとして現金により精算します。なお、下記転換価額で算出される新

株予約権の目的となる株式の数の最大整数は、第２四半期会計期間末現在で12,165,450株です。

２．新株予約権の行使時の払込金額

(1)各本新株予約権の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、その額面金額と同

額とします。

(2)本新株予約権付社債の要項に定める転換価額の修正条項の適用により、転換価額は平成20年７月22日以降

437円から411円に修正されています。

(3)転換価額は、当社が本新株予約権付社債発行後、当社普通株式の時価を下回る金額で新たに普通株式を交

付する場合には、次の算式により調整されます。なお、次の算式において「既発行株式数」とは当社の発

行済普通株式（当社の保有するものを除く。）の総数を指します。

　 　 　

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×

既発行株式数 ＋
交付株式数 × １株当たり払込金額
────────────────

１株当たり時価
────────────────────────

既発行済株式数 ＋ 交付株式数

また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通

株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行その他本新株

予約権付社債の要項に定める一定の場合にも適宜調整されることがあります。但し、当社のストック・オ

プション・プランに基づく場合その他本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には調整は行われ

ません。

３．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の

定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端

数を生じる場合はその端数を切り上げた額とします。
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４．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

(1)当社が組織再編等を行う場合、①その時点において（法律の公的又は司法上の解釈又は適用を考慮した結

果）法律上実行可能であり、②その実行のための仕組みが既に構築されているか又は構築可能で、これに

つきDaiwa Securities SMBC Europeとの間で合意し、かつ③その全体において当社が不合理であると判断す

る費用又は支出（租税負担を含む。）を当社又は承継会社等（以下に定義する。）に生じさせることなく

実行可能であるときは、当社は、承継会社等をして本社債の債務者とするための本新株予約権付社債の要

項に定める措置及び本新株予約権に代わる新たな新株予約権の交付をさせるよう最善の努力をしなけれ

ばなりません。

「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって本新株予約権付社債又は本新株予約権に係る

当社の義務を引き受ける会社を総称していうものとします。

(2)上記(1)の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりです。

①新株予約権の数

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債の所持人が保有する本新

株予約権の数と同一の数とする。

②新株予約権の目的である株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

③新株予約権の目的である株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の条

件等を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記（ⅰ）又は（ⅱ）に従う。

なお、転換価額は上記１と同様の調整に服する。

(ⅰ)合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使

した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継会社等の

普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに

受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普通株式以外の証券

又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社等の普通株式の時価で

除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。

(ⅱ)組織再編等の場合（当社及び承継会社等が上記（ⅰ）の代わりに本（ⅱ）の適用を選択した場合に

は、合併、株式交換又は株式移転の場合を含む。）には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新

株予約権を行使した場合に本新株予約権付社債の所持人が得られるのと同等の経済的利益を、当該

組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転

換価額を定める。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された社債を出資するものとし、当該社債の価額は、

本社債の額面金額と同額とする。

⑤新株予約権を行使できる期間

当該組織再編等の効力発生日又は承継会社等の新株予約権が交付された日のいずれか遅い方の日か

ら、本新株予約権の行使期間の満了日までとする。

⑥その他の新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使はできないものとする。

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算

規則第40条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結

果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本

金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

⑧組織再編等が生じた場合

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取扱いを行う。

⑨その他

承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わな

い。承継会社等の新株予約権は承継された社債と分離して譲渡できない。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年７月１日～

平成20年９月30日　
－ 111,746 － 18,295 － 16,386

（注）　平成20年10月１日から平成20年10月31日までの間に、新株予約権付社債の株式への転換により、発行済株式総数

が243千株、資本金及び資本準備金がそれぞれ50百万円増加しております。

（５）【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社
東京都中央区晴海１丁目８番11号 12,096 10.82

旭化成株式会社 東京都千代田区神田神保町１丁目105番地 10,676 9.55

積水化学工業株式会社 大阪市北区西天満２丁目４番４号 6,785 6.07

センコーグループ従業員持株会 大阪市北区大淀中１丁目１番30号 6,476 5.80

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２丁目11番３号 5,060 4.53

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 4,439 3.97

エイアイジー・スター生命保険

株式会社
東京都品川区東品川２丁目３番14号 3,200 2.86

ニッセイ同和損害保険株式会社 大阪市北区西天満４丁目15番10号 3,169 2.84

いすゞ自動車株式会社 東京都品川区南大井６丁目26番１号 2,939 2.63

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 2,300 2.06

計 － 57,144 51.14

　（注）　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は12,096千株であります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　2,052,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　108,947,000 108,947 －

単元未満株式 普通株式　　　747,167 － －

発行済株式総数 111,746,167 － －

総株主の議決権 － 108,947 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式2,000株（議決権の数2個）が含まれ

ております。

２．「単元未満株式」の欄には、自己株式721株が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

センコー株式会社
大阪市北区大淀中

一丁目１番30号
2,052,000 －　 2,052,000 1.84

計 － 2,052,000 －　 2,052,000 1.84

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 399 392 434 431 405 406

最低（円） 338 341 378 377 350 341

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条

第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、大手前監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,954 12,317

受取手形及び営業未収入金 27,882 26,701

商品 547 593

販売用不動産 23 23

貯蔵品 146 103

仕掛品 343 501

その他 5,093 3,925

貸倒引当金 △15 △19

流動資産合計 43,977 44,148

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 33,430

※1
 33,955

土地 33,440 33,214

その他（純額） ※1
 7,622

※1
 6,108

有形固定資産合計 74,493 73,277

無形固定資産 1,910 1,803

投資その他の資産

差入保証金 7,863 7,721

繰延税金資産 5,071 5,147

その他 12,663 12,184

貸倒引当金 △219 △218

投資その他の資産合計 25,378 24,834

固定資産合計 101,782 99,916

資産合計 145,760 144,064
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 20,226 19,995

短期借入金 12,048 12,698

1年内償還予定の社債 7,000 －

未払法人税等 1,167 1,566

賞与引当金 3,016 2,715

役員賞与引当金 32 77

その他 6,331 7,144

流動負債合計 49,822 44,197

固定負債

社債 － 7,000

転換社債型新株予約権付社債 5,000 5,000

長期借入金 26,211 25,210

退職給付引当金 9,188 9,334

役員退職慰労引当金 37 35

特別修繕引当金 20 15

その他 4,778 3,425

固定負債合計 45,234 50,021

負債合計 95,057 94,219

純資産の部

株主資本

資本金 18,295 18,295

資本剰余金 16,557 16,553

利益剰余金 16,412 15,554

自己株式 △728 △717

株主資本合計 50,537 49,686

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 70 97

繰延ヘッジ損益 △1 －

為替換算調整勘定 33 32

評価・換算差額等合計 101 129

新株予約権 60 26

少数株主持分 3 2

純資産合計 50,702 49,845

負債純資産合計 145,760 144,064
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業収益 110,009

営業原価 101,732

営業総利益 8,276

販売費及び一般管理費 ※
 5,582

営業利益 2,694

営業外収益

受取利息 64

受取配当金 365

その他 232

営業外収益合計 662

営業外費用

支払利息 434

その他 283

営業外費用合計 717

経常利益 2,639

特別利益

受取補償金 110

特別利益合計 110

特別損失

リース解約損 124

固定資産除却損 82

ゴルフ会員権評価損 38

特別損失合計 245

税金等調整前四半期純利益 2,504

法人税、住民税及び事業税 1,111

法人税等調整額 91

法人税等合計 1,202

少数株主利益 0

四半期純利益 1,301
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

営業収益 57,170

営業原価 53,087

営業総利益 4,082

販売費及び一般管理費 ※
 2,751

営業利益 1,331

営業外収益

受取利息 28

受取配当金 183

その他 91

営業外収益合計 303

営業外費用

支払利息 217

その他 168

営業外費用合計 386

経常利益 1,248

特別損失

固定資産除却損 44

ゴルフ会員権評価損 38

リース解約損 8

特別損失合計 90

税金等調整前四半期純利益 1,157

法人税、住民税及び事業税 1,033

法人税等調整額 △488

法人税等合計 544

少数株主利益 0

四半期純利益 612
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,504

減価償却費 1,832

固定資産除却損 82

退職給付引当金の増減額（△は減少） △146

賞与引当金の増減額（△は減少） 293

受取利息及び受取配当金 △430

支払利息 434

売上債権の増減額（△は増加） △1,090

たな卸資産の増減額（△は増加） 160

仕入債務の増減額（△は減少） △1,267

その他 △332

小計 2,040

利息及び配当金の受取額 87

利息の支払額 △443

法人税等の支払額 △1,509

営業活動によるキャッシュ・フロー 175

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,684

有形固定資産の売却による収入 169

投資有価証券の取得による支出 △42

投資有価証券の売却による収入 25

関係会社株式の取得による支出 △134

関係会社株式の売却による収入 3

関係会社出資金の払込による支出 △47

その他 △661

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,371

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,200

長期借入れによる収入 1,500

長期借入金の返済による支出 △4,349

自己株式の売却による収入 5

自己株式の取得による支出 △13

配当金の支払額 △437

その他 △134

財務活動によるキャッシュ・フロー △230

現金及び現金同等物に係る換算差額 2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,423

現金及び現金同等物の期首残高 12,317

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

59

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 9,954
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1）連結の範囲の変更
　第１四半期連結会計期間より、Ｓ－Ｔ

ＡＦＦ株式会社は重要性が増したため、

連結の範囲に含めております。

(2）変更後の連結子会社の数
　33社

２．会計処理基準に関する事

項の変更

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法の
変更

たな卸資産　

　通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、商品については主と

して先入先出法に基づく原価法、販売用

不動産及び仕掛品については個別法に

基づく原価法によっておりましたが、第

１四半期連結会計期間より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号　平成18年７月５日）が適用
されたことに伴い、商品については主と

して先入先出法に基づく原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）、販売用不動

産及び仕掛品については個別法に基づ

く原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）により算定しております。

　これによる、連結損益計算書への影響

はありません。　
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　 (2）リース取引に関する会計基準の適用
　所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

したが、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年
６月17日（企業会計審議会第一部会）、
平成19年３月30日改正））及び「リー
ス取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号　（平成
６年１月18日（日本公認会計士協会　会
計制度委員会）、平成19年３月30日改
正））が平成20年４月１日以後開始す
る連結会計年度に係る四半期連結財務

諸表から適用することができることに

なったことに伴い、第１四半期連結会計

期間からこれらの会計基準等を適用し、

通常の売買取引に係る会計処理によっ

ております。また、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引に係るリース資産

の減価償却の方法については、リース期

間を耐用年数とし、残存価格を零とする

定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日がリース会計

基準適用初年度開始前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、

引き続き通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理を適用しております。

　これによる営業利益、経常利益及び税

金等調整前四半期純利益に与える影響

は軽微であります。

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　一般債権の貸倒見積高の算定については、

当第２四半期連結累計期間末の貸倒実績率

等が前連結会計年度末に算定したものと著

しい変化がないと認められる場合に、前連

結会計年度末で用いた貸倒実績率を使用し

ております。

２．繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断につい

ては、前連結会計年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化

がないと認められる場合に、前連結会計年

度末の検討において使用した将来の業績予

想やタックスプランニングを使用しており

ます。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 57,068百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 55,830百万円

　２　偶発債務 　２　偶発債務

手形信託に係る偶発債務 (1）保証債務

　手形債権流動化による買戻し条件付手形売却額1,545

百万円に伴う買戻し義務限度額339百万円が

あります。

被保証者
保証金額

（百万円）
被保証債務の内容

　新栄運輸株式会社 0
リース債務に対す

る連帯保証

　計 0 　－

 (2）手形信託に係る偶発債務

　手形債権流動化による買戻し条件付手形売却額

1,386百万円に伴う買戻し義務限度額301百万円が

あります。

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の通り

であります。

給与手当  1,873百万円

賞与引当金繰入額    329百万円　

役員賞与引当金繰入額   32百万円　

退職給付引当金繰入額   143百万円　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の通り

であります。

給与手当    922百万円

賞与引当金繰入額    155百万円　

役員賞与引当金繰入額   16百万円　

退職給付引当金繰入額   71百万円　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている現金及び預金勘定の残高

とは一致しております。

EDINET提出書類

センコー株式会社(E04179)

四半期報告書

24/30



（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式      111,746,167株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 2,052,721株

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権　

新株予約権の四半期連結会計期間末残高 提出会社 60百万円　

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日  配当の原資

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 438 4.00 平成20年３月31日 平成20年６月30日  利益剰余金

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日  配当の原資

平成20年10月28日

取締役会
普通株式 438 4.00 平成20年９月30日 平成20年12月９日  利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

項目
運送事業
(百万円)

流通加工事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結
(百万円)

 営業収益       

(1）外部顧客に対する営業

収益
32,395 16,824 7,949 57,170 　　－ 57,170

(2）セグメント間の内部営

業収益または振替高
795 1,025 3,697 5,517 (5,517) 　－

計 33,190 17,850 11,647 62,688 　(5,517) 57,170

営業利益 606 463 298 1,368 　(37) 1,331

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

項目
運送事業
(百万円)

流通加工事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結
(百万円)

 営業収益       

(1）外部顧客に対する営業

収益
64,246 33,254 12,508 110,009 　　－ 110,009

(2）セグメント間の内部営

業収益または振替高
1,602 1,997 6,902 10,501 (10,501)　 　　－

計 65,848 35,251 19,411 120,511 (10,501)　 110,009

営業利益 1,289 1,090 360 2,740 (46)　 2,694

   （注)１．事業区分は、事業内容及びその相互関連性に基づき区分しております。

        ２．各事業の主な内容

(1)運送事業
貨物自動車運送事業、特別積合せ貨物運送、貨物自動車利用運送事業、

鉄道利用運送事業、海上運送事業及び内航運送業、港湾運送事業、国際

運送取扱業　等

(2)流通加工事業
倉庫業、荷主の構内における原材料及び製品の包装・移動等の作業、

物流センターの運営　等

(3)その他事業 石油類販売事業、情報処理機器販売業、情報処理受託業、自動車修理事

業　等

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　全セグメントの営業収益の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。

【海外営業収益】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　海外営業収益は連結営業収益の10％に満たないので、海外営業収益の記載を省略しております。
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（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

 １．ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　　　34百万円

 ２．当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　
平成20年ストック・オプション

（第４回新株予約権）

平成20年ストック・オプション

（第５回新株予約権）

 付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　　　10名

当社監査役　　　　３名
当社執行役員　　　10名

 株式の種類別のストック・オプ

ションの数（注）
普通株式　　　71,000株 普通株式　　　22,000株

 付与日 平成20年７月１日 同左

 権利確定条件 権利確定条件は付されていません。 同左

 対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 同左

 権利行使期間
自　平成20年７月２日

至　平成40年６月30日
同左

 権利行使価格 株式１株当たり　 １円 同左

 付与日における公正な評価単価 株式１株当たり　374円 同左

 （注）株式数に換算して記載しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額    461円64銭　 １株当たり純資産額 454円03銭　 

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額  11円87銭　 

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額

　

10円71銭　
 

１株当たり四半期純利益金額  ５円59銭　 

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額

　

 ５円03銭　
 

（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（百万円） 1,301 612

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,301 612

期中平均株式数（千株） 109,710 109,702

　   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 11,845 12,168

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　－ 　－

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

平成20年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・ 438百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・ ４円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・ 平成20年12月９日

（注）平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月11日

センコー株式会社

取締役会　御中

大手前監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　芳朗　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 大橋　　博　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセンコー株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、センコー株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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